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営 業 損 失 9¶632

営 業 外 利 益 11¶931

経 常 利 益 2¶299

特 別 利 益 1¶719

特 別 損 失 5¶394

税 引 前 当 期 純 損 失 1¶374

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 189

当 期 純 損 失 1¶563

~ 営業外利益のうち、経営安定基金運用収益 7¶964百万円、
鉄道・運輸機構特別債券受取利息収益 3¶500百万円

輸 送 量 の 見 通 し 列 車 の 運 行 量

輸 送 人 員 輸 送 人 キ ロ 列 車 キ ロ

45百万人 1¶382百万人キロ 21百万キロ

~ 上記の数値は、経済情勢の動向等により変動する場合がある。

６ 関係会社一覧（平成25年３月31日現在）

会 社 名 出 資 額 出資比率

徳 島 タ ー ミ ナ ル ビ ル 株 式 会 社 3¶600百万円 100％

株 式 会 社 ジ ェ イ ア ー ル 四 国 ホ テ ル 開 発 2¶300百万円 100％

ジ ェ イ ア ー ル 四 国 バ ス 株 式 会 社 740百万円 100％

四 国 キ ヨ ス ク 株 式 会 社 614百万円 100％

よ ん て つ 不 動 産 株 式 会 社 350百万円 100％

株 式 会 社 ス テ ー シ ョ ン ク リ エ イ ト 東 四 国 310百万円 100％

宇 和 島 ス テ ー シ ョ ン 開 発 株 式 会 社 200百万円 100％

株 式 会 社 め り け ん や 136百万円 100％

株 式 会 社 ウ ィ リ ー ウ ィ ン キ ー 80百万円 80％

四 国 開 発 建 設 株 式 会 社 68百万円 100％

四 国 電 設 工 業 株 式 会 社 61百万円 100％

株 式 会 社 ス テ ー シ ョ ン ク リ エ イ ト 愛 媛 60百万円 100％

株 式 会 社 四 国 m 機 51百万円 90％

株 式 会 社 ジ ェ イ ア ー ル 四 国 企 画 40百万円 100％

四 鉄 運 輸 株 式 会 社 39百万円 91％

株 式 会 社 高 松 駅 弁 34百万円 47％

四 鉄 サ ー ビ ス 株 式 会 社 31百万円 100％

株 式 会 社 ス テ ー シ ョ ン ク リ エ イ ト 高 知 30百万円 100％

株 式 会 社 ジ ェ イ ア ー ル 四 国 メ ン テ ナ ン ス 30百万円 100％

株式会社ジェイアール四国コミュニケーションウェア 26百万円 100％

本 四 塗 装 工 業 株 式 会 社 13百万円 65％

株 式 会 社 駅 レ ン タ カ ー 四 国 14百万円 100％

Ｊ Ｒ 四 国 情 報 シ ス テ ム 株 式 会 社 ３百万円 100％

７ 組織の概要
\ 定款
定款により取締役18名以内、監査役４名以内

] 役員の氏名、役職及び任期（平成25年６月25日現在）

氏 名 役 職 任 期 最終官職

松田 清宏 代表取締役会長 平成24年６月26日～平成26年６月株主総会日 `

泉 雅文 代表取締役社長 平成24年６月26日～平成26年６月株主総会日 `

半井 真司 専 務 取 締 役 平成24年６月26日～平成26年６月株主総会日 `

松島 裕彦 常 務 取 締 役 平成24年６月26日～平成26年６月株主総会日 `

西牧 世博 常 務 取 締 役 平成24年６月26日～平成26年６月株主総会日 `

四宮 徹 常 務 取 締 役 平成24年６月26日～平成26年６月株主総会日 `

田中善一郎 取 締 役 平成24年６月26日～平成26年６月株主総会日 `

松木 裕之 取 締 役 平成24年６月26日～平成26年６月株主総会日 `

矢田 栄一 取 締 役 平成25年６月25日～平成26年６月株主総会日 `
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２ 主たる事務所の所在地、ディスクロージャー担当部署及びその電話番号
\ 主たる事務所の所在地 香川県高松市浜ノ町８番33号
] ディスクロージャー担当部署 広報室
^ 電話番号 087`825`1626

３ 平成25年度の事業計画の概要
「安全の確保」が事業運営の根幹であり、最重要課題であるとの認識のもと、引き続き中期安全
推進計画の目標達成に向けた取組みを行うとともに、ＪＲ四国グループ一体となって、安全を最優
先する企業風土のさらなる醸成に努める。具体的な基本方針として、「お客さまに『安心して』『喜ん
で』『末永く』ご利用いただく」を掲げ、諸施策に取り組む。鉄道運輸収入の確保に向けては、ダイ
ヤ改正を実施し利用促進を図るとともに、特別企画商品の設定・見直し等を進める。
一方、輸送需要に応じた列車体系の適正化や、安全を確保したうえで徹底した業務運営の効率化
にも継続して取り組む。また、支援措置を活用し、特急車両の新製やＩＣカードの導入による利便
性・快適性向上への取組みを行うとともに、軌道強化、通信網の光ケーブル化などの設備投資を実
施し、将来的な修繕費等の削減を目指す。さらには、四国の鉄道の抜本的高速化の実現に向けて、
地域とともに基礎調査を進める。

４ 平成24年度の事業報告の概要
対本州輸送や通勤・通学輸送は堅調に推移したものの、高速道路の料金割引施策の継続やさらな
る延伸により、当社を取り巻く経営環境は引き続き厳しい状況で推移した。
このような経営状況のもと、四国における基幹的公共輸送機関としての役割を全うするため、経
営安定化のための支援措置を活用した設備投資などを実施し、安全・安定輸送体制のさらなる強化
や将来的な修繕費等の削減に努めた。また、ご利用状況に合わせた列車の編成両数の見直しなど経
費の削減を行ったが、安全性の維持・確保に必要な修繕を実施したことから修繕費が増加した。
これらの結果、当期の営業収益は27¶931百万円、営業損失は9¶632百万円、経常利益は2¶299百万

円となり、これに特別損益等を加減した結果、当期純損失は1¶563百万円となった。
５ 国からの出資金及び補助金等の額（平成25年度予算）
鉄道防災事業費補助金70百万円、戦傷病者等無賃乗車船等負担金２百万円
鉄道施設等の更新等に係る助成金2¶400百万円�
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